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一 般 質 問  〜 市政を問う 〜

　
昨
年
6
月
の
一
般
質
問

に
お
け
る
市
の
答
弁
は
、

「
施
工
体
制
台
帳
に
よ
っ
て

チ
ェ
ッ
ク
す
る
。
そ
し
て

チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト（
労
働
関

係
報
告
書
）を
用
い
た
担
当

者
の
現
場
・
現
状
把
握
し
、

ま
た
県
の
動
向
を
注
視
し
つ

つ
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
明
示

し
、
周
知
徹
底
を
図
り
、
公

契
約
条
例
の
設
定
に
よ
る
公

契
約
の
適
正
化
を
実
現
す

る
。」だ
っ
た
。
そ
の
後
の
対

応
は
。

総
務
部
長
具
体
的
な
取
り

決
め
の
開
始
時
期
と
し
て
、

平
成
29
年
4
月
か
ら
ガ
イ
ド

設
計
等
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
は
50
万
円
、
備
品
購
入
は

80
万
円
、リ
ー
ス
は
40
万
円
、

委
託
等
は
50
万
円
を
超
え
る

案
件
を
審
査
案
件
と
し
、
詳

細
に
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
充
実

し
取
り
組
む
。
ま
た
、
相
手

事
業
者
に
影
響
が
出
る
一
部

の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、

周
知
期
間
を
設
け
29
年
10
月

か
ら
実
施
す
る
予
定
。

　
公
契
約
条
例
に
係
る
課
題

と
助
言
・
指
導
の
方
法
は
。

総
務
部
長
指
導
す
る
中
で

相
手
方
か
ら
の
反
対
や
反
発

も
あ
り
う
る
と
考
え
る
。
そ

の
対
応
と
し
て
、
公
契
約
に

関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン（
指

針
）に
基
づ
き
労
働
環
境
報

告
書
や
そ
の
他
必
要
書
類
を

提
出
し
て
も
ら
う
旨
の
周
知

を
事
前
に
行
う
。
契
約
の
相

手
方
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
な

い
業
者
の
場
合
、
指
名
停
止

等
の
措
置
を
と
る
こ
と
も
考

え
る
。

市
の
過
重
労
働
対
策
は

　
①
地
方
公
務
員
は
労
働
基

ラ
イ
ン（
指
針
）を
基
に
公
契

約
の
適
正
化
や
施
工
体
制
の

健
全
化
に
一
層
取
り
組
み
た

い
。
工
事
で
は
施
工
体
制
台

帳
の
確
認
を
実
施
し
、
下
請

け
業
者
の
社
会
保
険
・
雇
用

保
険
の
加
入
状
況
の
確
認
を

す
る
。入
札
の
適
正
化
で
は
、

指
名
審
査
委
員
会
の
審
査
案

件
を
、工
事
は
1
千
万
円
超
、

設
計
等
の
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
は
5
百
万
円
超
に
限
定
す

る
。
随
意
契
約
に
つ
い
て

は
、
適
正
な
運
営
が
で
き
る

よ
う
審
査
委
員
会
の
下
部
組

織
で
あ
る
審
査
会
を
別
組
織

と
し
、
工
事
1
3
0
万
円
、

準
法
の
適
用
は
あ
る
の
か
。

②
市
に
お
い
て
う
つ
病
そ
の

他
就
労
不
能
状
況
に
あ
る
職

員
が
存
在
し
て
い
る
の
か
。

③
そ
の
数
・
原
因
は
。
④
不

就
労
が
長
期
に
わ
た
る
場
合

の
休
職
規
定
は
。
⑤
復
職
の

問
題
は
。

企
画
政
策
部
長
①
原
則
労

働
基
準
法
適
用
と
な
る
。
た

だ
し
、
地
方
公
務
員
法
に
別

段
の
定
め
の
あ
る
場
合
は
、

適
用
除
外
。
②
③
平
成
29
年

2
月
1
日
に
お
い
て
5
名
で

あ
り
、
原
因
は
個
人
的
な
要

因
で
の
う
つ
病
。
④
市
職
員

の
分
限
に
関
す
る
手
続
及
び

効
果
に
関
す
る
条
例
3
条
で

期
間
は
3
年
を
超
え
な
い
範

囲
。
賃
金
に
関
し
て
は
休
職

開
始
か
ら
1
年
間
は
8
割
。

⑤
復
職
時
、
主
治
医
と
市
の

指
定
医
の
別
々
の
医
師
の
診

断
を
受
け
る
。
訓
練
終
了
時

に
再
度
両
医
師
の
診
断
を
受

け
、
復
職
可
能
か
ど
う
か
の

判
定
を
す
る
。

公契約における労働条件審査
その後の対応は

神田 康史 議員

　指針を基に契約適正化等に一層取り組む
総務部長

▼愛西市公契約に関する指針
基本指針 個別目標 具体的な取組

⑴ 公平で公正な入札・契約制度の確立

①一般競争入札の更なる推進 ・入札方法の決定基準の見直し

②積算期間の十分な確保 ・入札時における積算期間の適
正な確保

③入札・契約の透明性の確保
・入札及び契約に関係する例規
の公表
・入札結果、契約情報の公表

④談合等の不正行為の排除

・入札時に社会的疑惑を生ずる
ような行為をしない旨の誓約
の提出
・不正行為に対する厳正な指名
停止措置

⑵
品質と適正な履行が確保
される入札・契約制度の
確立

①予定価格の適正な決定 ・工事の設計において、国・県が
公表する設計労務単価を適用

②過剰な低価格競争の抑制の
推進

・入札金額の根拠となる内訳書
提出の徹底
・最低制限価格制度の活用
・低入札価格調査制度の導入

③価格以外の要素も総合的に
評価する発注方法の活用推進

・総合評価方式、プロポーザル
方式の活用推進

④工事における成績評定の活用 ・総合評価方式の入札時に過去
の成績評定結果を評価

⑤元請と下請けにおける関係
の適正化

・下請負代金の支払い条件及び
施工体制台帳等の確認

⑶ 労働者の適切な労働環境の確立

①適正な労働条件の確保 ・労働関係法令の遵守状況及び
賃金単価の確認　（※1）

②社会保険への加入状況の確
認

・下請け業者の社会保険等の加
入状況を確認　（※2）

⑷ 地域経済の活性化に資する入札・契約制度の確立 ①市内業者の受注機会の確保
・競争性を確保しつつ、市内業
者を優先とした業者選定

※1　予定価格が1億円を超える工事及び人件費要素の高い契約（清掃等）のうち予定価格が1000万
円を超える契約を確認対象とする。(指定管理者との協定含む。)

※2　工事のうち入札案件について確認対象とする。


